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111   震災特例法の内容 
震災特例法のうち、平成 22 年分所得税申告に関係

する措置の内容は次のとおりです。 
222  

システムの対応内容 
震災特例法の施行を受け、 

システムでは次の対応を行いました。   
  
  
  

 1.1  雑損控除の特例 

震災による住宅や家財などの損失の金額について、納税者の選

択により、平成 22 年分所得での適用が可能とされました。 

また、控除しきれない損失額についての繰越期間が 3 年か

ら 5 年に延長されました。 
  

詳細

 
 

 1.2  災害減免法による所得税の減免措置の前年分適

用の特例 

住宅や家財等の損失に係る災害減免法の適用について、 

平成 22 年分所得での適用が可能とされました。 
  

詳細

 
 

 1.3  被災事業用資産の損失の特例 

平成 22 年所得の計算上、被災事業用資産の損失の必要経

費への算入ができることとされました。 

青色申告者については、被災事業用資産以外の損失も含め

て、平成 22 年所得で純損失が生じた場合には、更に平成

21 年分所得への繰戻し還付が可能となります。 

また、被災事業用資産の損失による純損失について、繰越

可能期間が 3 年から 5 年に延長されました。さらに保有資

産に占める被災事業用資産の割合が 1 割以上の場合には、

被災事業用資産以外の損失による純損失も含めて、繰越期

間が 5 年（現行 3 年）に延長されます。 
  

詳細

 2.1  帳票追加の対応（4 帳票） 

東日本大震災の被災者の方用の次の 4 帳票を作成できるよ

うにしました。 

・更正の請求書 

・純損失の金額の繰戻しによる所得税の還付請求書 

・平成 22 年分の所得税の＿＿申告書(損失申告用)付表 

・雑損失の金額の計算書 

 
  

詳細

 
 

 2.2  申告書第四表 特定雑損失金額欄の印刷の対応 

特定雑損失額がある場合の欄外印刷に対応しました。 
  

詳細
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11  震災特例法の内容 

震災特例法（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律）のうち、 

平成 22 年分所得税申告に関係する措置の内容は次のとおりです。 

 

11..11 雑損控除の特例 

震災による住宅や家財などの損失の金額について、納税者の選択により、平成 22 年分所得での

適用が可能とされました。 

また、控除しきれない損失額についての繰越期間が 3 年から 5 年に延長されました。 

 

 

 

平成 23 年平成 22 年 平成 24 年 平成 25 年

所得税法の考え方では、災害が発生した年に雑損失を計上し、以後（最大で）3 年間繰越可能です。 

（前年分で雑損失を計上したり、4 年目以降へ繰越したりすることはできません。） 

平成 26 年 平成 27 年 

また、震災による雑損失について、雑損失を計上した年から 5 年間繰越ができます。 

平成 23 年平成 22 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

震災特例法では、震災による雑損失を平成 22 年の雑損失として計上できます。 
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◆◆◆ 損失額の見積もり 

雑損控除の適用において、東日本大震災により被害を受けた住宅や家財、車両の損失額は、その

損失の生じた時の直前におけるその資産の価額を基として計算することとされていますが、損害

を受けた資産について個々に損失額を計算することが困難な場合には、「損失額の合理的な計算

方法」により計算していただいてよいこととなっています。 

その場合、国税庁ホームページ上の「東日本大震災に係る損失額計算システム」を利用し、「被

災した住宅、家財等の損失額の計算書」（当システム未対応帳票）を作成して、「更正の請求書」

または「確定申告書等」に添付して提出してください。 

 

『東日本大震災に係る損失額の計算システム』（国税庁HP） 

https://www.keisan.nta.go.jp/shinsai/jsp/SHI00100.jsp 

『雑損控除における「損失額の合理的な計算方法について（pdfファイル）』（国税庁HP） 

http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/tokurei/pdf/shotoku_03.pdf 

 

11..22 災害減免法による所得税の減免措置の前年分適用の特例 

雑損控除同様、住宅や家財等の損失に係る災害減免法の適用について、平成 22 年分所得での適

用が可能とされました。 

 

◆◆◆ 雑損控除と災害減免法の選択 

雑損控除と災害減免法はいずれか有利な方を選択できます。（両方を適用することはできません。） 

どちらが有利であるかについては、被災された方の所得の状況や損失の状況等により異なります。 

 

 所得税法の雑損控除 災害減免法 

対象資産の 

範囲 
生活に通常必要な資産 

（棚卸資産、事業用の固定資産、山林、生活に通

常必要でない資産を除く） 

住宅又は家財で一定のもの 

（ただし、損害額が住宅や家財

に価額の 2 分の 1 以上である

ことが必要） 

控除額は①と②のいずれか多い方 

①

控除額の計算

または 

所得税の軽減

等 

②

 

災害関連支出とは、災害により滅失した住宅・家

財を撤去するための費用等 

損害を受けた年分の所得金額に

応じた所得税の軽減額は次のと

おり 

①500 万円以下 → 全額免除 

②500 万円超 750 万円以下 

      → 2 分の 1 の軽減 

③750 万超 1000 万円以下 

      → 4 分の 1 の軽減 

所得金額要件 なし 損害を受けた年分が 1000 万円

以下 

https://www.keisan.nta.go.jp/shinsai/jsp/SHI00100.jsp
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/tokurei/pdf/shotoku_03.pdf
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11..33 被災事業用資産の損失の特例 11..33 被災事業用資産の損失の特例 

平成 22 年所得の計算上、被災事業用資産の損失の必要経費への算入ができることとされました。 

青色申告者については、被災事業用資産以外の損失も含めて、平成 22 年所得で純損失が生じた

場合には、更に平成 21 年分所得への繰戻し還付が可能となります。 

また、被災事業用資産の損失による純損失について、繰越可能期間が 3 年から 5 年に延長されま

した。さらに保有資産に占める被災事業用資産の割合が 1 割以上の場合には、被災事業用資産以

外の損失による純損失も含めて、繰越期間が 5 年（現行 3 年）に延長されます。 

 

 

 

平成 23 年平成 22 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

所得税法では、純損失が発生した年分で所得計算します。 

（前年分で純損失を計上することはできません。） 

また、青色申告者の場合、3 年間の繰越と前年分への繰戻し

還付を行うことができます。 

また、青色申告者については、その年分で純損失が生じた場合は、5 年間の繰越と平成 21 年分

への繰戻し還付を行うことができます。 

平成 23 年 平成 22 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

震災特例法では、被災事業用資産の損失を平成 22 年分の必要経費として計上

できます。（青色申告者/白色申告者とも） 

平成 21 年 
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22..11 帳票追加の対応（4 帳票） 

次の 4 帳票を作成できるようにしました。 

・更正の請求書(東日本大震災の被災者の方用) 

・純損失の金額の繰戻しによる所得税の還付請求書(東日本大震災の被災者の方用) 

・平成 22 年分の所得税の＿＿申告書(損失申告用)付表(東日本大震災の被災者の方用) 

・雑損失の金額の計算書 

 

 

◆◆◆ 「被災した住宅、家財等の損失額の計算書」（未対応帳票）の作成について 

「被災した住宅、家財等の損失額の計算書」については、国税庁のホームページにて公開されて

いる『東日本大震災に係る損失額計算システム』にて作成できるため、当システムでは対応して

いません。 

帳票メニューには『東日本大震災に係る損失額計算システム』へのリンクを用意してありますの

で、こちらをご利用ください。 

 

  

 
メモ

 被災した住宅、家財等の損失額の計算書 

東日本大震災による被害を受けたことにより、雑損控除の適用を受けようとする方

が、個々に損失額を計算することが困難な場合に、一定の算定方式により、損失額

を計算するためのものです。 
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◆◆◆ 各種申告に必要な帳票 

震災特例法による各種申告・申請を行う場合に必要な帳票は以下のとおりです。 

 

雑損控除

「1.1 雑損控

の特例 

除の特 帳票を作成します。 例」を受ける場合には、以下の

更正の請求書 
すでに平成 22 年分の確定申告をしている方が、税額を訂正する場合に

使用します。（当初申告した税額等が多かった場合） 

繰戻し還付請求書 （×）使用しません。 

損失申告用 付表 （×）使用しません。 

雑損失の金額の計算書 雑損失の金額のうちに災害関連支出がある場合に作成します。 

被災した住宅、家財等の損失額の計算書 
損失額の計算を「損失額の合理的な計算方法」により算

 出する場合に使用します。 

 

災 る所得税

「1 所得税 の特例」を受ける場合には、以下の帳票を

作成

害減免法によ の減免措置の前年分適用の特例 

.2 災害減免法による の減免措置の前年分適用

します。 

更正の請求書 
すでに平成 22 年分の確定申告をしている方が、税額を訂正する場合に

使用します。（当初申告した税額等が多かった場合） 

繰戻し還付請求書 （×）使用しません。 

損失申告用 付表 （×）使用しません。 

雑損失の金額の計算書 （×）使用しません。 

被災した住宅、家財等の損失額の計算書 （×）使用しません。 
 

 

被 の損失の

「1 損失の 、以下の帳票を作成します。 

災事業用資産 特例 

.3 被災事業用資産の 特例」を受ける場合には

更正の請求書 
すでに平成 22 年分の確定申告をしている方が、税額を訂正する場合に

使用します。（当初申告した税額等が多かった場合） 

繰戻し還付請求書 平成 21 年分への繰戻し還付請求(青色申告者)をする場合に使用します。 

損失申告用 付表 「申告種類：損失」で申 ます。 告を行う場合に使用し

雑損失の金額の計算書 （×）使用しません。 

被災した住宅、家財等の損失額の計算書 （×）使用しません。 

 

 
メモ 

 青色申告決算書（収支内訳書）の損益計算書（必要経費欄）への記載 

棚卸資産について

に供され 産震災損失」、

く の用に供される資産について大震災により生

。 

大震災により生じた損失は「棚卸資産震災損失」、 

事業の用 る固定資産について大震災により生じた損失は「固定資

不動産所得もし は雑所得を生ずべき業務

じた損失は「業務用資産震災損失」、とそれぞれ記載します
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◆◆◆ 制限事項 

今回対応した 4 帳票について、他の帳票と一部扱いが異なる部分があります。 

 

帳票設定の

所得税システムではメニューバーの［オプション］→「帳票設定」画面で使用する帳票を個人デー

タごとに決定

の切り替えを

制限 

していますが、今回対応する 4 帳票については帳票設定画面で帳票の「使用可/不可」

行うことはできません。常に使用可となります。 

 

 

一括印刷の制限 

所得税システムではメニューバーの［印刷］→ ータの

全帳票をまとめて印刷できますが、今回対応す 一括印刷画面からの印刷には対

応していません。帳票ごとの印刷メニューから印刷してください。 

「一括印刷」から、その選択している個人デ

る 4 帳票については

 

 

電子申告の制限（電子申告システムをお使いの場合） 

今回追加した 4 帳票について電子申告による送信はできません。紙面での提出を行ってください。 

 

 
メモ 

 東日本大震災用として追加された帳票、および申告書第四表欄外（「2-2.申告書第四表 特定雑損失

金額欄の印刷の対応」参照）は、国税e-Taxで受付対象外となっています。（2011.07 現在） 

帳票設定画面に「東日本大震災関連帳票」は

表示されません。 

一括印刷画面からは「東日本大震災関連帳票」は

印刷指定できません。 
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◆◆◆ 更正の請求書 

「更正の請求書（東日本大震災関連帳票）」に対応しました。 

 

 

<取込>ボタ

「申告し又は処分の通知 「請求額」それぞれに<取込>ボタンを設置しています。 

ンの使用方法 

を受けた額」と

 

この<取込>ボタンを使用すると、申告書から金額を取り込むことができます。 

 

■分離課税所得の選択■ 

は、 

事前に分離課税所得の種類を選択してください。 

分離課税所得がある場合
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帳票作成の流れ 

「更正の請求書」の作成は、以下の流れで行います。 

 

＜個人コピー＞（個人選択画面）で 

「更正の請求書」用データを作成します。 

 

「更正の請求書」を開き、分離課税所得を選択

します。 

 

「申告し又は処分の通知を受けた額」の 

＜取込＞ボタンをクリックします。 

 

当初確定申告をした時の金額が「申告し又は処

分の通知を受けた額」欄にセットされます。 

「請求額」の＜取込＞ボタンをクリックします。 

 

修正後の金額が「請求額」欄にセットされます。 

雑損失の入力や必要経費の入力など、申告金額

の訂正を確定申告書や各計算書等で行います。 
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◆◆◆ 書  繰戻し還付請求

「繰戻し還付請求書（東日本大震災関連帳票）」に対応しました。 

 

 

「A 純損失の金額」「前年分の税額（C 課税される所得金額/D C に対する税額）」 

「A 純損失の金額」には、平成 22 年分（震災による純損失も含む）を入力します。 

「前年分の税額（C 課税される所得金額/D C に対する税額）」には、平 21 年分の申告内容を入

力します。 

成

 
  

 

平成 22 年分の純損失（震災による純損

失も含む） 

平成 21 年分の申告内容 
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前年分税額の全額還付を行う場合 

繰戻し控除後の税額」は入

力不要です。 

この場合、「B A のうち前年分に繰り戻す金額」は、「A 純損失の金額」と「C 課税される所得金

額」から計算で求めた結果を計上します。 

前年分税額の全額還付を行う場合、前年分の税額は“0”になるため、「

 

この画面例では、 

純損失金額が 1,406,973 円、前年分所得金額が 1,290,000 円なので 。 

控除は、被災純資産以外→被災純資産の順に行うので、まず被災純資産以外 円

全額還付を行う

の 206,973 を控除。 

次に被災純資産の控除を行うので、残額の 1,083,027 円(1,290,000 円－206,973 円)を控除。 

 

前年の税額が残る場合 

震災による純損失額を前年に繰り戻しても、なお前年の所得が残る場合、「B A のうち前年分に繰り

戻す金額」には「A 純損失の金額」の内容をそのまま転記します。 

「E 繰戻し後の課税される所得金額（繰戻し控除の税額）」は、「B A のうち前年分に繰り戻す金額」

と「C 課税される所得金額」から計算で求めた結果を計上します。 

また、「F Eに対する税額は平
・

成
・

2
・

1
・

年
・

所
・

得
・

税
・

の
・

税
・

額
・

表
・

により税額計算を行います。 

 

この画面例では、 

純損失金額が 1,006,973 円、前年分所 る。 

「E 繰戻し後の課税される所得金額(15)」

得金額が 1,290,000 円なので前年の税額が残

が 283,027 円(1,290,000 円－1,006,973 円)となる。 

「F Eに対する税額(18)」は、平成 21 年分の税額表を用い、14,150 円(283,027 円×5%)となる。 
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◆◆◆ 連帳票）  損失申告用 付表（東日本大震災関

「損失申告用 付表（東日本大震災関連帳票）」に対応しました。 

 

 

第四表の対応 

例法第７条((純損失の繰越控除の特例))の規定の適用を受ける方が、申告書第四表

(損

申

［

▼申告書 損失(四表) [本年分損失額(3)]タブ 

この付表は、震災特

失申告用)の「３ 翌年以後に繰り越す損失額」に代えて使用するためのものであるため、 

告書第四表(損失申告用)の「３ 翌年以後に繰り越す損失額」欄を印刷しない設定を、申告書第四表

本年分損失額(3)］タブで行えるようにしました。 

 

 
 

 

<再計算>ボタン 

本帳票と「雑損失の金額の計算書」には、<再計算>ボタンを設けています。 

 

■<再計算>ボタンの使い方■ 

時に開いている場合に使用します。 この帳票と申告書等を同

同時に開いている場合、申告書側で金額を変更しても、その金額は直ちにこの帳票へは反映され

ません。（申告書等を閉じれば反映されます。） 

このような場合、＜再計算＞ボタンをクリックすることにより、反映を行います。 

 



 

◆◆◆ 票）  雑損失の金額の計算書（東日本大震災関連帳

「雑損失の金額の計算書（東日本大震災関連帳票）」に対応しました。 

 

 

損害を受けた資産について個々に損失額を計算することが困難な場合は 

損害を受けた資産について個々に損失額を計算することが困難な場合には、国税庁ホームページ上の

「東日本大震災に係る損失額計算システム」を利用し、「被災した住宅、家財等の損失額の計算書」

を作成してください。 

 

 

22..22 申告書第四表 特定雑損失金額欄の印刷の対応 

翌年以降に繰り越す雑損失のうち、平成 22 年特定雑損失金額（大震災による損失）がある場合

には、その金額を申告書第四表に記載することになったため、これに対応しました。 

 

以上 
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